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1.　平成18年５月中間期の業績（平成17年12月１日～平成18年５月31日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円/未満切捨）
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年５月中間期 2,221 3.4 80 447.7 53 283.7

17年５月中間期 2,147 ― 14 ― 13 ―

17年11月期 4,570 25.4 135 28.6 132 31.5

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年５月中間期 27 404.5 1,084 16

17年５月中間期 5 ― 228 95

17年11月期 73 25.1 3,113 63
(注) ① 期中平均株式数 18年５月中間期 25,121株 17年５月中間期 23,580株 17年11月期 23,580株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円/未満切捨）

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年５月中間期 1,587 1,207 76.1 45,071 56

17年５月中間期 1,077 682 63.3 28,940 31

17年11月期 1,220 750 61.5 31,824 99
(注) ① 期末発行済株式数 18年５月中間期 26,798株 17年５月中間期 23,580株 17年11月期 23,580株

　 ② 期末自己株式数 18年５月中間期 ―株 17年５月中間期 ―株 17年11月期 ―株

　

2.　平成18年11月期の業績予想（平成17年12月１日～平成18年11月30日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 5,163 168 88

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　3,294円09銭
　

3.　配当状況

現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

17年11月期 ― 850.00 850.00

18年11月期(実績) ― ―
1,100.00

18年11月期(予想) ― 1,100.00

※上記予想は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 335,241 　 　 823,778 　 　 423,865 　

　２　売掛金 　 　 446,622 　 　 436,118 　 　 493,481 　

　３　その他 　 　 54,256 　 　 59,448 　 　 65,627 　

　　　貸倒引当金 　 　 △5,359 　 　 △790 　 　 △3,165 　

　　　流動資産合計 　 　 830,761 77.1 　 1,318,554 83.1 　 979,809 80.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 34,384 3.2 　 30,237 1.9 　 28,489 2.3

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 76,564 　 　 59,282 　 　 67,850 　

　　(2) その他 　 　 257 　 　 257 　 　 257 　

　　　無形固定資産合計 　 　 76,821 7.1 　 59,540 3.7 　 68,107 5.6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 敷金及び保証金 　 　 82,009 　 　 93,655 　 　 77,416 　

　　(2) その他 　 　 53,968 　 　 85,214 　 　 66,521 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 　 135,977 12.6 　 178,869 11.3 　 143,938 11.8

　　　固定資産合計 　 　 247,183 22.9 　 268,646 16.9 　 240,536 19.7

　　　資産合計 　 　 1,077,945 100.0 　 1,587,201 100.0 　 1,220,345 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 2 ―



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 3,902 　 　 6,268 　 　 5,466 　

　２　短期借入金 　 　 90,000 　 　 60,000 　 　 60,000 　

　３　未払費用 　 　 160,084 　 　 164,426 　 　 204,719 　

　４　賞与引当金 　 　 28,459 　 　 25,995 　 　 10,945 　

　５　その他 ※２ 　 113,086 　 　 122,633 　 　 188,780 　

　　　流動負債合計 　 　 395,532 36.7 　 379,324 23.9 　 469,912 38.5

　　　負債合計 　 　 395,532 36.7 　 379,324 23.9 　 469,912 38.5

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 393,000 36.5 　 ― ― 　 393,000 32.2

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 207,200 　 　 ― 　 　 207,200 　

　　　資本剰余金合計 　 　 207,200 19.2 　 ― ― 　 207,200 17.0

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 82,212 　 　 ― 　 　 150,233 　

　　　利益剰余金合計 　 　 82,212 7.6 　 ― ― 　 150,233 12.3

　　　資本合計 　 　 682,412 63.3 　 ― ― 　 750,433 61.5

　　　負債及び資本合計 　 　 1,077,945 100.0 　 ― ― 　 1,220,345 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年５月31日)

当中間会計期間末

(平成18年５月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 584,730 36.8 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 465,671 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 465,671 29.4 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 繰越利益剰余金 　 ― 　 　 157,426 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 157,426 9.9 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 1,207,827 76.1 　 ― 　

Ⅱ　新株予約権 　 　 ― 　 　 50 0.0 　 ― 　

　　　純資産合計 　 　 ― 　 　 1,207,877 76.1 　 ― 　

　　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 1,587,201 100.0 　 ― 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 2,147,710 100.0 　 2,221,702 100.0 　 4,570,197 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 1,602,308 74.6 　 1,610,051 72.5 　 3,393,879 74.2

　　　売上総利益 　 　 545,402 25.4 　 611,650 27.5 　 1,176,317 25.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 530,757 24.7 　 531,446 23.9 　 1,040,656 22.8

　　　営業利益 　 　 14,644 0.7 　 80,204 3.6 　 135,661 3.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 670 0.0 　 591 0.0 　 912 0.0

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 1,367 0.1 　 27,281 1.2 　 4,558 0.1

　　　経常利益 　 　 13,948 0.6 　 53,514 2.4 　 132,014 2.9

Ⅵ　特別利益 　 　 368 0.0 　 2,374 0.1 　 2,562 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 383 0.0 　 ― ― 　 1,613 0.0

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 13,933 0.6 　 55,889 2.5 　 132,964 2.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 7,302 　 　 28,150 　 　 63,730 　 　

　　　法人税等調整額 　 1,232 8,535 0.4 503 28,653 1.3 △4,185 59,544 1.3

　　　中間(当期)純利益 　 　 5,398 0.2 　 27,235 1.2 　 73,419 1.6

　　　前期繰越利益 　 　 76,813 　 　 ─ 　 　 76,813 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 82,212 　 　 ─ 　 　 150,233 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成17年12月１日　至　平成18年５月31日)

　

　

株主資本

新株予約権
純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合計

資本準備金 繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 393,000 207,200 150,233 750,433 417 750,850

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 191,730 258,471 　 450,201 △367 449,833

　剰余金の配当 　 　 △20,043 △20,043 　 △20,043

　中間純利益 　 　 27,235 27,235 　 27,235

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
191,730 258,471 7,192 457,394 △367 457,026

平成18年５月31日残高(千円) 584,730 465,671 157,426 1,207,827 50 1,207,877
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

１　資産の評価基準及び評

価方法

有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によ

っております。

有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　　同左

有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　　同左　　

２　固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りです。

　　　建物　　３年～15年

　　　その他　２年～15年

(1) 有形固定資産

　　同左

(1) 有形固定資産

　　同左

　 (2) 無形固定資産

　　ソフトウェア

　　　社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

　　ソフトウェア

　　同左

(2) 無形固定資産

　　ソフトウェア

　　同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち、当中間会計期間の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

　　同左

(2) 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち、

当期の負担額を計上しておりま

す。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　　同左 　　同左

５　その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　同左

消費税等の会計処理

　　同左
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会計方針の変更

　
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会　平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成15年10

月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

（純資産の部の表示）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　平成

17年12月９日　企業会計基準第５

号）及び、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会　平成

17年12月９日　企業会計基準第８

号）を適用しております。なお、当

中間会計期間末における従来の表示

による資本の部の合計に相当する額

は1,207,827千円であります。

―

　

　

追加情報

前中間会計期間
(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前会計年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

────── ────── 　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日　企業会計

基準委員会　実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については販売費及び一般管

理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が4,572千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、同額

減少しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年５月31日)

当中間会計期間末
(平成18年５月31日)

前事業年度末
(平成17年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　38,725千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　46,455千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　41,765千円

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

　

　３　コミットメントライン契約

　　　機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 90,000千円

借入未実行残高 210,000千円

　３　コミットメントライン契約

　　　機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

　３　コミットメントライン契約

　　　機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメント
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

　

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 247千円

消費税等調整益 350千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 149千円

　 　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 435千円

消費税等調整益 350千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 490千円

コミットメント
フィー

468千円

公開準備費用 395千円
　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 449千円

コミットメント
フィー

449千円

公開準備費用 17,303千円

新株発行費 8,991千円
　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,056千円

コミットメント
フィー

918千円

公開準備費用 2,563千円
　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 5,459千円

無形固定資産 7,573千円
　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 4,689千円

無形固定資産 8,567千円
　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 11,494千円

無形固定資産 16,287千円

　　

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成17年12月１日　至　平成18年５月31日)

該当事項はありません。
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

22,381 21,152 1,228

　

　内容の重要性が乏しく、契約１件

あたりの金額が少額なリース取引の

ため、注記を省略しております。
　

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

22,381 22,035 345

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 545千円

１年超 110千円

合計 655千円

　

　 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 330千円

１年超 55千円

合計 386千円

３　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,885千円

減価償却費相当額 882千円

支払利息相当額 58千円

　

　 ３　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,169千円

減価償却費相当額 1,765千円

支払利息相当額 74千円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

　

　

　　　

４　減価償却費相当額の算定方法

　　　

５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

　

　　　

５　利息相当額の算定方法
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年５月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年５月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成17年11月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　

　

１株当たり情報

項目
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

１株当たり純資産額 28,940円31銭 45,071円56銭 31,824円99銭

１株当たり中間(当期)純利益 228円95銭 1,084円16銭 3,113円63銭

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

― 1,037円37銭 ―

　 　なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、新株引受権の残高が

ありますが、当社株式は非

上場かつ非登録であり、期

中平均株価が把握できない

ため記載しておりません。

　当社は平成18年２月10

日付で大阪証券取引所ヘラ

クレス市場に上場している

ため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に

あたっては、新規上場日か

ら中間会計期間末までの平

均株価を適用しておりま

す。

　なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、新株引受権の残高が

ありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価

が把握できないため記載し

ておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日)

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

中間(当期)純利益(千円) 5,398 27,235 73,419

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

5,398 27,235 73,419

普通株式の期中平均株式数
(株)

23,580 25,121 23,580

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

新株引受権付社債によ

る新株引受権1,762株及

び新株引受権方式のス

トックオプション192

株。

― 新株引受権付社債によ

る新株引受権1,762株及

び新株引受権方式のス

トックオプション192

株。

　

　

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はありません。
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